
平成２１年度の地方財政についての意見 

 

平成２０年１２月１０日 

地 方 財 政 審 議 会 

 

当審議会は、平成２１年度の地方財政について検討した結果、次のとおり結論を得

たので、総務省設置法第９条第３項の規定により意見を申し述べる。 

関係機関においては、平成２１年度の地方財政について、当審議会の意見を十分参

考にして、万遺憾なきを期するよう要請する。 

 

第一 はじめに 

現下の地方財政は、平成８年度以降１３年連続して地方交付税法上の財源不足を生

じており、この間、地方債の増発や交付税特別会計借入金等によってこれを補てんし、

収支の均衡を図ってきた。その結果、地方の借入金残高は約２００兆円に累積し、厳

しい状況が続いている。 

こうした状況の下、地方公共団体における歳出削減努力や景気回復による税収増等

により、平成１９年度まで４年間、財源不足額は縮小してきたが、本年９月以降、金

融危機に加え実体経済の弱体化が進んでおり、地方税や地方交付税の原資となる国税

５税が急速に落ち込み、財源不足額が大幅に拡大することは必至の情勢である。 

また、分権型社会を支える地方税財政基盤の確立を目指し、国と地方の税源配分、

地方交付税、国庫補助負担金の見直しについて一体的に検討し、地方債を含め分権に

かなった地方税財政制度全般について改革を進め、地方の権限・責任の拡大にふさわ

しい地方税財源の充実強化を図ることが求められている。 

さらに、「生活対策」1に基づき、消費税を含む税制の抜本改革の道筋として「中期

プログラム」の策定が進められている。 

                             
1 平成２０年１０月３０日 新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚合同会議決定 
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真に自立した地方税財政基盤を確立するためには、これらの抜本的な改革が早急に

実現されなければならない。 

こうしたことを念頭におきつつ、平成２１年度においても地方の財政運営に支障が

生じないよう、次の措置を講じるべきである。 

 

第二 平成２１年度の地方税財政対策 

１ 地方交付税等の一般財源の総額の充実確保 

現下の経済情勢をみると、本年秋以降の世界の金融市場の混乱が世界経済を弱体

化させている。これに伴い我が国も景気後退局面に入っており、今後も、景気の下

降局面が長期化・深刻化するおそれが高まっている。このため、地方税や地方交付

税の原資となる国税５税が大幅に減少することが避けられない情勢となっている。 

しかしながら、こうした状況の下でこそ、地域住民の生活と地域経済を守るため、

地方公共団体は、地域住民が将来にわたって安心して生活できるよう、地域医療の

確保、高齢者に対する福祉・介護サービスといった地域住民の生活を支える基礎的

サービスを確保していかなければならない。また、地方の元気を回復し、その底力

を発揮できるよう、地方公共団体自身が、その実情に応じ、産業振興や雇用創出な

ど、地域の活性化につながる施策を自主的・主体的に行っていく必要がある。 

地方公共団体においては、歳出削減に懸命の努力を続けているにもかかわらず、

結果として地方交付税の大幅な削減により極めて厳しい財政運営を強いられてお

り、今時の景気後退の影響により住民の暮らしを支えることさえできなくなるとの

強い不安を抱いている。特に財政力の弱い団体では、極めて深刻な状況となってい

る。このため、地方六団体は、地方交付税の復元・増額等について、再三にわたり

切実な要望を重ねている。 

こうした状況を踏まえ、国においては、次の点に十分留意しつつ、必要な地方  

税、地方交付税等の一般財源総額の充実確保、特に、地方交付税の増額を図るべき

である。 
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（１）地方財政計画のより適切な財政需要の積み上げと地方交付税の増額 

三位一体の改革は、地方の自立や地方分権、さらには国・地方を通じた財政

の健全化にも寄与するもので、地方税財政改革の第一歩として評価できるもの

であった。また、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成

１８年７月７日閣議決定。以下「基本方針２００６」という。）に基づく、    

２０１１年度の国・地方の基礎的財政収支の黒字化を目指す目標も我が国の

国・地方を通じた財政状況を踏まえれば重要な取組であり、今後とも、達成す

べく努力すべきであることは言うまでもない。 

しかしながら、この間、結果として行われた地方交付税の削減は、地方財政

計画上地方公共団体に相当に厳しい歳出の抑制を要請することに伴うものであ

ったことに加え、この間の景気回復に伴う地方税収の増加が都市部を中心とす

るものであったことから、財政力が弱い団体を中心に、地域医療等住民サービ

スに不可欠な経費の削減を検討せざるを得ない状況が生じており、景気後退に

伴いさらに危機的な状況に陥るのではないかとの深刻な意見が寄せられている。 

このような意見が寄せられる背景には、地方財政計画の抑制が「地方交付税

の復元充実等に関する提言」（平成２０年１１月１９日全国知事会）でも指摘さ

れているように、地方財政計画上の数字以上に厳しい歳出の抑制を求める結果

となっているのではないかと考えられる。 

例えば、国の制度である特定疾患治療研究費補助金は、実質的には地方公共

団体の義務的経費となっているが、国の予算措置は実態に達せず、毎年４００

億円程度の超過負担が生じている。この超過負担分は、本来国が負担すべきも

のであるにもかかわらず、地方財政計画の一般行政経費（単独）で賄われてい

ることとなり、実質的にその押し下げにつながっているものと考えられる。 

また、人件費については、地方公共団体は基本方針２００６の定める５年間

で５.７％の定員削減以上の削減に取り組み、自由に使える財源を生み出そうと

しているが、この地方公共団体の改革努力による財源は地方公共団体に還元さ
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れるべきことは当然である。現在、人件費については、地方財政計画上、給与

関係経費のほか、一般行政経費、投資的経費（事業費支弁人件費）に分散計上

されているが、警察官の増員とともに投資的経費の毎年３％削減に伴う実質的

な事業費支弁職員の大幅減員により、人件費全体としては、結果として基本方

針２００６の定める５．７％以上を相当程度上回るペースで減員が行われてい

るものと考えられる。そこで、地方財政計画上分散計上されている人件費につ

いて、給与関係経費への統合を進めるなど、総合的な定数管理を図っていくべ

きである。 

さらに、公債費についても、償還期間の延伸が、厳しい金融財政事情の下で

地方財政計画上予定していたとおりに実現せず、実際はより短い期間での償還

を強いられた結果、地方財政計画上の公債費が実態より小さくなっている。 

こうした問題について、地方六団体の意見も真摯に受け止めて、地方財政計

画の歳入歳出を洗い直し、必要な財政需要を適切に地方財政計画に積み上げ、

その上で所要の一般財源を確保すべきである。また、これに伴って必要となる

地方交付税については、所要の増額を図るべきである。 

 

（２）急激な税収の減少等への確実な補てん措置 

「生活対策」において、「景気後退や本対策に伴う地方税や地方交付税の原資

となる国税５税の減収等について、地方公共団体への適切な財政措置を講じる」

こととされている。こうした減収等について確実な補てん措置を講じることは当

然である。また、景気対策等に伴う新たな財政需要についても的確に財政措置を

講じる必要がある。 

 

（３）臨時財政対策債発行額の急増への対応 

国と地方が折半して財源不足を補てんするルールの下では、急激な税収の減

少等により、臨時財政対策債の発行額が急増することが見込まれる。このため、
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財政力の弱い市町村をはじめとする地方公共団体の財政運営に支障が生じない

よう、後述する地方共同の金融機構が臨時財政対策債を引き受けることも含め、

適切に対応する必要がある。 

 

なお、「地方財政は国の財政に比較すれば余裕がある」と受け取られかねないよ

うな指摘が一部行われていることについて、あえて言及したい。国家財政と地方財

政の違いを理解せずに論ずることは国民に地方行財政に対する誤解をもたらしか

ねないからである。 

 

まず、「フロー面、ストック面ともに、国は総体としての地方よりも極めて厳し

い財政状況となっている。」との意見がある。 

そもそも、通貨や金融の管理を行う単一の主体である国と、マクロでは国と同じ

規摸であっても１８００余の集合体である地方財政と同一視する議論は誤解を招

くものである。例えば、この点について、我が国の債務残高は、国が地方の約３倍

となっていることで、地方に余裕があると主張する向きがあるが、そもそもＯＥＣ

Ｄ諸国の平均では国が地方の約８倍、英・仏・伊の３ヵ国平均では国が地方の約  

１０倍の債務残高となっている状況と比較すれば、ＯＥＣＤ諸国の中で日本の地方

公共団体の債務残高は突出して高い状況にある。また、地方の債務残高を「対ＧＤ

Ｐ比」で見ても、ＯＥＣＤ諸国の平均が７％程度であるのに対し、我が国は４３％

程度と際だっており、その抑制は大きな課題である。国は総体としての地方よりも

極めて厳しい財政状況との指摘は、国と地方の違いや世界の常識を踏まえないもの

であり、国民に大きな誤解を与えかねないものである。 

さらに、地方のプライマリーバランスの黒字化をもって、国の財政が地方よりも

厳しいことを示す指標であると指摘する向きがある。しかし、これは国の公債償還

年限が６０年であるのに対し、地方は財政融資資金でも２０～３０年であることに

より、国よりも大幅に短い期間で元利償還が生じていること、地方は、自主的に赤
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字公債を発行することができないことに起因するものである。このため、他の経費

の徹底した削減により捻出した財源で債務だけは償還したことにほかならず、血の

にじむような地方の改革努力をみれば、地方財政は国よりも厳しい状況にあると考

えるべきである。 

 

また、「三位一体改革以降、地方一般財源は増加しており、地方全体としては一

般財源比率が上昇するなど、むしろ財政体質は改善している。」という指摘がある。 

この点については、三位一体の改革による税源移譲等によって、地方税、地方交

付税等の合計であるいわゆる「地方一般財源」は平成２０年度において平成１５年

度と比べて増加していることは事実であるが、その一方で、三位一体の改革による

国庫補助負担率の引き下げや、社会保障関係経費の地方負担の増加等により、義務

的経費の地方負担は少なくともその２倍以上増加していることを考慮に入れるべ

きことを指摘したい。この間、地方公共団体が地域の実情に応じて行う施策等に充

てることのできる自由に使える一般財源の額は大幅に減少しており、地方財政はむ

しろ硬直化していることを直視すべきである。 

 

また、「『地方財政の危機的状況』は、三位一体改革による税源移譲に伴い、税源

偏在が拡大し、地域間格差を拡大したことによる側面が大きい。」との指摘も行わ

れている。 

しかしながら、三位一体の改革における税源移譲は、従前の１３％、１０％、５％

の累進構造を伴う個人住民税を１０％比例税率化することにより、税収の豊かな地

域の税収よりも、税収の乏しい地域の税収をより増加させ、税源偏在を是正するも

のである。この間の税源偏在の拡大は、三位一体の改革による税源移譲とは関係の

ない法人関係税の増収の偏在によるものである。なお、景気回復により都市部の法

人関係税を中心に地方税が増加したことにより、地域間の財政力格差が拡大したこ

とに対しては、既に、平成２０年度から暫定的に地方法人特別譲与税制度を導入す
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るとともに、その財源を活用して地方財政計画上の特別枠として「地方再生対策費」

を創設したところである。ただし、こうした措置はあくまで暫定措置であり、今後、

消費税を含む税体系の抜本的改革において、地方消費税の充実と地方法人課税のあ

り方の見直しなどにより、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築するこ

とが重要である。 

 

２ 地方共同の金融機構の創設 

「生活対策」に盛り込まれた地方公共団体支援策の一つである「地方自治体（一

般会計）に長期・低利の資金を融通できる、地方共同の金融機構の創設」について

は、当審議会において、特別委員の参加を得て検討会を設け、検討を行った。 

  その結果、次のとおり、地方公営企業等金融機構（以下「機構」という。）を、

地方公共団体のニーズに応じ、一般会計債を含む全ての地方債の資金を自主的に貸

し出すことができる地方共同の金融機構とすることにより対処すべきであるとい

う結論に達したので、平成２１年度よりその実現を図るべきである。 

 ①業務 

  機構の業務は、一般会計債を含む全ての地方債の資金の貸付けとし、貸付対象事

業や貸付枠は、機構が自主的に決定するものとする。 

 ②名称 

  ①に伴い、機構の名称は、地方公共団体の共同資金調達機関であることを市場等

に対して正確に表すものであるとともに、できる限り簡素で分かりやすいものに改

める。 

③財務基盤等 

  今回の見直しに際し、国及び地方公共団体に対して、新たな出資・政府保証を求

めないこととし、当面、現行の機構の枠組みにより可能な融資枠の範囲内で、出資

者たる地方公共団体の要請に即した貸付けを行うものとする。 

  貸付対象事業の見直しに係る人員等については必要最小限のものとする。 
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 ④貸付条件等 

  機構の貸付けは、超長期の資金を中心に行うものとする。 

  自由度の高い機構資金の特徴を活かし、地方公共団体のニーズを踏まえて、貸付

対象、貸付期間、利率設定方式、繰上償還の取扱い等について柔軟に対処するもの

とする。 

 ⑤危機対応体制の確立 

  内外の金融秩序の混乱、経済事情の変動等の危機にも十分に対応できる仕組みを

構築するものとする。 

 

３ 地方交付税 

地方交付税は、地域間の財政力格差を是正し、全国どのような地域であっても一

定水準の行政サービスを確保するために必要な財源を保障する極めて重要な役割

を有しており、今後とも、地方交付税の財源保障機能と財源調整機能を的確に発揮

する必要がある。 

近時の景気後退に伴って地方交付税の原資である国税５税の減収が必至の情勢

であるが、先に述べたとおり、直面する課題に対応した施策を展開するための財政

需要を的確に措置し、所要の地方交付税総額の確保を図らなければならない。 

地方交付税の算定に当たっては、引き続き、条件不利地域の状況に配慮しつつ、

財政運営が厳しく真に財源を必要とする地域に対して重点的に配分すべきである。 

また、地方公共団体の計画的な財政運営に資するため、引き続き、算定の簡素化

に取り組む必要があるが、地域の実情に応じた財政需要を適切に算定することにも

十分配慮しなければならない。 

 

４ 地方税の充実強化等 

地方税制については、本年１月に閣議決定された「税制改正の要綱」において、「更

なる地方分権の推進とその基盤となる地方税財源の充実を図る中で、地方消費税の充
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実を図るとともに、併せて地方法人課税のあり方を抜本的に見直すなどにより、偏在

性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築することを基本に改革を進める。」とされ

ているところである。 

一方、「生活対策」では、持続可能な社会保障制度の構築とその安定的な財源確

保に向けた「中期プログラム」を本年末までに策定することとされている。 

地方においては、医療や介護などの社会保障給付について応分の負担を行ってい

るのみならず、保育所等社会福祉施設の運営や、ケースワーカー、社会福祉士とい

った制度運営に必要なマンパワーの配置など、直接住民サービスを提供する役割の

大部分を担っている。また、少子化対策、介護予防、自立支援など、社会保障制度

を支えていくためのきめ細かな幅広いサービスも提供している。 

さらに、こうした地方の役割は近時の景気後退局面において一層重要になってき

ており、そのための財源確保が喫緊の課題となっている。 

こうしたことを踏まえ、「中期プログラム」の策定に当たっては、社会保障に係

る地方の役割を的確に果たしていくためにも、地方消費税の充実を含め、偏在性が

小さく税収が安定的な地方税体系の構築を早急に進めていかなければならないこ

とに十分留意しなければならない。 

 

（１）個人住民税 

個人住民税は、住民が能力に応じ広く負担を分任する「地域社会の会費」であ

ることを踏まえ、所得割の諸控除については、整理合理化を図り、課税ベースの

拡大を図るべきである。 

また、平成２１年度から導入することとしている個人住民税の公的年金からの

特別徴収制度の実施に当たっては、国・地方団体間の連携の下、十分な準備を行

い、制度改正の趣旨が年金受給者一人一人に伝わるよう、丁寧な周知・広報を図

るべきである。 

各地方公共団体においては、地方分権推進のための税源移譲の趣旨を踏まえ、
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納税者の信頼確保のため、徴収体制の強化、滞納処分の共同化、納税者利便の向

上等、各種の取組により徴収率の更なる向上に引き続き努めるべきである。 

 

（２）法人事業税 

法人事業税の外形標準課税は、税負担の公平性の確保のみならず、応益課税と

しての性格の明確化、基幹税としての税収の安定化等の面で重要な意義を有して

おり、今後、その拡充に努めていくことが必要である。 

 

（３）固定資産税 

固定資産税は、どの市町村にも広く存在する固定資産を課税客体としており、

税源の偏在性が小さく市町村税としてふさわしい基幹税目である。特に小規模の

町村においては税収の５割以上を占める重要な財源となっていることから、基礎

的行政サービスを提供する上で、今後もその安定的確保が不可欠である。 

土地に係る固定資産税については、課税の公平の観点から、これまで負担水準

の均衡化・適正化に取り組んできた結果、地域ごとの負担水準の均衡化は相当程

度進展している。このため、平成２１年度以降においても、評価替えの動向を踏

まえ、納税者の税負担にも配慮しつつ、これまでの負担調整措置を基本に、引き

続き負担の均衡化・適正化を一層促進する必要がある。 

 

（４）非課税等特別措置の整理合理化 

税負担の公平適正化を推進する観点から、特定の事業者に係る特例措置をはじ

めとする非課税等特別措置については、その政策目的、効果等を十分に洗い直し、

抜本的な整理合理化を図るとともに、その新設・拡充・延長は抑制するべきであ

る。 

特に、事業税における社会保険診療報酬に対する実質的非課税措置については、

税負担の公平を図る観点から、見直しを行うべきである。 
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（５）地方税の電子化 

地方税の電子化については、電子申告・給与支払報告書の電子化等に加え、平

成２１年１月から、公的年金等支払報告書の電子化が開始され、市区町村のエル

タックスへの参加は増加する見込みである。 

納税者の利便性の向上を図るためには、できる限り早期に全ての市区町村が参

加することが必要であり、引き続き地方税の電子化を推進すべきである。 

また、所得税確定申告データのエルタックスによる配信について、早期に開始

できるよう検討すべきである。 

 

５ 国庫補助負担金 

（１）国庫補助負担金の廃止・縮減 

「経済財政改革の基本方針２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）にお

いて、地方分権改革については、平成２１年度中できるだけ速やかに「新分権一

括法案」を国会に提出することとされているが、地方分権に向けた動きを停滞さ

せることのないよう、引き続き国と地方の役割分担の見直しを進めるとともに、

国庫補助負担金の廃止・縮減を図るべきである。その際には、国庫補助負担率の

引下げ等、国の財政負担を地方に転嫁するようなことは厳に行わず、地方への税

源移譲をはじめとする地方一般財源を増加させる措置を講じることが重要であ

る。 

 

（２）超過負担の解消 

特定疾患治療研究費補助金や幼稚園就園奨励費補助金等において、国の予算不

足等により地方公共団体が超過負担せざるを得ない状況が生じていること等に

鑑み、国庫補助負担金等に係る地方公共団体の超過負担については、実態の把握

を行い、これに基づき具体的な措置を講じ、その完全解消に格段の努力を払うべ

きである。 
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（３）国庫補助負担金に係る事務手続の簡素合理化及び交付決定等の適正化 

国庫補助負担金については、地方の自主的な行財政運営や行政の簡素効率化を

妨げる要因になっている等の問題もみられることから、申請書類や事務手続きの

簡素化を積極的に進めるとともに、交付決定及び資金交付を遅延することなく適

正に行うべきである。 

 

（４）直轄事業等の見直し 

国の直轄事業については、国と地方の役割分担の明確化と国の役割の重点化の

観点から、全国的な規模で又は全国的な視点に立って行われなければならない事

業に限定し、それ以外は地方公共団体に委ねることとすべきである。 

また、直轄事業負担金については、管理者負担の原則、国庫補助負担事業との

均衡の観点から、維持管理費に対するものについて廃止するべきである。さらに、

直轄事業の実施に当たっては、地方公共団体の理解の下に事業を実施できるよう、

地方公共団体との事前協議のルール化を徹底するとともに、各年度の負担金の詳

細な積算内訳を示すなど協議の実効性を確保することが必要である。 

 

６ 地方債 

地方債については、平成１８年度から導入された協議制度の円滑な運用に努めつ

つ、地方分権の推進や地方債資金の市場化の進展など地方債を取り巻く環境の変化

に適切に対応していくことが必要である。 

  地方債資金については、極めて厳しい財政状況の下で、地方公共団体が地域の活

性化に積極的に取り組むとともに、生活関連基盤の整備を計画的に推進できるよう、

一般市町村を中心に、所要の公的資金を確保すべきである。 

  また、景気の低迷により発生する地方公共団体の財源不足を補てんするために発

行する地方債については、財政融資資金の弾力的な発動が求められるとともに、２

に沿って現行の機構を見直すことにより、長期・低利の資金を確保することが必要
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である。 

  同時に、自己責任の強化の観点から、都道府県及び政令指定都市においては市場

公募地方債等による市場からの資金調達を一層推進するとともに、一般市町村にお

いても住民参加型市場公募地方債の活用などにより、民間資金調達を充実すること

も求められる。 

  

第三 地方財政の健全化・効率化の推進 

１ 財政健全化法施行下の財政運営 

平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以

下「地方公共団体財政健全化法」という。）が、平成２１年度から財政健全化計画

及び財政再生計画の策定の義務付け等の規定も含め、本格的に施行される。 

地方公共団体財政健全化法は、財政指標が基準以上となった地方公共団体はもち

ろんのこと、全ての地方公共団体を対象として財政の健全化を図ることを目的とし

ており、基準未満の地方公共団体においても、法の趣旨を十分理解の上、不断に財

政健全化に取り組まなければならない。 

そのためには、各地方公共団体において、財政指標の単純な評価のみではなく、

行革の進捗状況、財政構造の弾力性及び将来にわたる財政負担の見込み等を把握し、

総合的に財政状況を評価することが必要である。 

財政指標の公表の際には、住民や議会への説明責任の観点から、財政指標の分析、

他団体との比較等を行った上で、住民に対してわかりやすく説明すべきである。 

また、地方公共団体財政健全化法の本格的な施行を踏まえ、地方公共団体の公会

計については、２つの公会計モデル2を活用し、平成２１年度には財務書類４表が

整備されるように、その取組を加速しなければならない。また、財務書類を住民へ

提示するに当たって分かりやすい公表に配慮することが重要である。 

 

                             
2 「基準モデル」及び「総務省方式改定モデル」 
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２ 地方行革の着実な推進 

国・地方を通じる厳しい財政状況の中において、真に住民生活に必要な施策・課

題等については重点的に対応しつつ、簡素で効率的な行政を実現するため、不断に

行政改革に取り組むことが求められている。 

現在、各地方公共団体は集中改革プランに基づく行政改革の取組を懸命に進めて

いるところである。それに加えて、現在の極めて厳しい財政状況に対応するためや

むを得ず、約６割（平成２０年４月現在）の地方公共団体において、特例措置とし

て独自の給与削減措置さえ実施している。 

行政改革については、住民から強い関心が寄せられているところであり、国民の

理解や信頼のもとに地方分権や税制の抜本改革を推進していくためにも、引き続き

集中改革プランに基づく取組等を着実に進めていく必要がある。 

 

（１）総人件費の抑制 

地方公共団体の定員管理については、基本方針２００６等を踏まえ、平成１７

年度以降５年間で行政機関の国家公務員の定員純減（▲５.７％）と同程度の定

員純減を行うとともに、定員純減を平成２３年度まで継続することとされている。 

平成２０年８月現在、集中改革プランにおける定員純減の数値目標は、全体で

▲６.３％となっているところ、平成２０年４月１日までの３カ年の純減実績は

▲４.７％となっており、各地方公共団体においては、大幅な定員純減に取り組

んでいるところである。 

地方公務員の給与については、国の給与構造改革の取組を踏まえ、ほぼ全ての

地方公共団体で給料表水準の引下げ等の改革を実施しており、地方公共団体の給

料水準は、平成１６年から４年連続で国の水準を下回っている（平成１９年４月

１日現在のラスパイレス指数９８.５。）。 

今後の課題としては、引き続き、地域の民間企業の給与水準を地方公務員の給

与に反映させるため、各人事委員会においては、公民給与の精確な較差算定を行
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い、この公民較差を十分に踏まえた勧告を行う必要がある。また、勧告の基礎と

した当該地域の公民給与に関する調査結果を公表するなどにより、その説明責任

を果たすべきである。 

技能労務職員の給与等については、その見直しに向けた取組方針が全ての都

道府県・政令市においてすでに策定・公表されており、今年度中にはほぼ全て

の市区町村において策定・公表される見込みである。各地方公共団体において

は、引き続き、この方針に沿った取組を着実に実施する必要がある。 

給与等の情報については、引き続き、各団体間の比較分析を十分行うことが

できるような情報開示を徹底するべきである。また、不適正な給与制度・運用

は直ちに是正すべきである。 

国においては、地方公共団体の定員に関わる必置規制や職員配置基準など国の

制度・施策について積極的な見直しを行うとともに、地方公共団体の定員の純減

及び人件費の抑制に支障を来すような施策を厳に抑制することが不可欠である。 

 

（２）資産・債務改革 

資産･債務改革については、行政改革推進法や地方行革新指針の趣旨を踏まえ

るとともに、地方公共団体財政健全化法の施行も念頭に置き、地域の実情に応じ、

財務書類４表を活用し資産・債務の実態把握や管理体制の状況を確認するととも

に、資産・債務改革の方向性と具体的な施策を平成２１年度までに策定すること

が求められている。3 

このため、各地方公共団体においては、財務書類の作成・活用等を通じて資産・

債務管理の適正化を進めるとともに、情報開示に一層積極的に取り組むほか、未

利用財産の売却促進や資産の有効活用を推進する必要がある。 

 

                             
3 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（平成１８年８月３１日総務事務次官

通知） 
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３ 地方公営企業等の改革 

地方公共団体財政健全化法の施行による財政指標の作成・公表に伴って、地方公

営企業、第三セクター及び地方公社に係る将来負担の状況が明らかになり、将来負

担の指標数値によっては、財政健全化計画の策定が義務付けられること等を踏まえ、

一層の財政健全化に取り組んでいく必要がある。 

 

（１）地方公営企業の経営改革 

地方公営企業については、地方公共団体財政健全化法の施行を踏まえ、一層の

経営改革に努めるべきである。また、公営企業の抜本的な改革や資本費負担の軽

減等を通じた経営基盤の強化等の課題に対応するため、所要の地方財政措置を講

じるべきである。 

 

（２）公立病院改革等 

病院事業については、昨年１２月に総務省において示された「公立病院改革ガ

イドライン」を踏まえ、各地方公共団体において、平成２０年度内に策定される

「改革プラン」を基に、①経営の効率化、②再編・ネットワーク化、③経営形態

の見直し、の３つの視点に立った公立病院改革を推進し、地域医療提供体制の確

保を図るべきである。 

地域医療の確保の観点から、医師の養成の計画的な推進、過疎地における医療

確保や産科、小児科、救急医療等について、地域の実情に応じた実効性のある対

策を着実に実施するため、公立病院等に関する財政措置の充実を図る必要がある。 

 

（３）第三セクター等の改革 

地方公共団体においては、平成２０年６月３０日に総務省が示した「第三セク

ターの改革に関するガイドライン」を踏まえ、経営が著しく悪化したことが明ら

かになった第三セクター等について、その存廃を含めた改革を集中的に進めるべ
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きである。 

第三セクター等の事業の整理又は再生を行うに当たっては一時に多額の経費

支出を必要とする場合があるため、当面の資金手当等のための地方債措置を時限

的に可能とするための法的措置を講じるべきである。 

 

（４）林業公社の抜本的な経営安定化対策 

林業公社については、国土保全及び水源かん養等において重要な役割を果たし

ているが、林業を取り巻く環境が当初の見込みから大きく変化する中で、造林事

業の収益が十分に見込めない状況になっているとともに、公社の有する債務が関

係地方公共団体の財政運営に重大な影響を及ぼす事例も見られることから、既往

債務の軽減対策などの抜本的な経営安定化対策及びこれを踏まえた今後の森林

整備のあり方を検討するべきである。 

あわせて、現行の林業公社に対する国庫補助事業や地方財政措置を拡充すると

ともに、株式会社日本政策金融公庫が行っている長期・低利の貸付制度の拡充及

び長伐期化に対応した借換え制度の充実等を行うべきである。 

 

４ 市町村合併の推進 

地方分権の担い手にふさわしい行財政基盤を有する基礎自治体を構築するとと

もに、地方行財政運営の効率化を一層促進する観点から、国、都道府県、市町村が

一体となって、市町村合併に積極的に取り組む必要がある。 

これまで市町村合併は相当程度進展し、平成１１年３月３１日に３,２３２あっ

た市町村数は、平成２２年２月１日には１,４５９減少し、１,７７３となる見込み

となっている。 

しかし、地域ごとの進捗状況には差異が見られるところであり、また人口１万人

未満の市町村も５００団体程度存在している。 

これらの状況を踏まえ、市町村の合併の特例等に関する法律の期限である平成 

 - 17 -



２２年３月３１日までに引き続き自主的な市町村の合併を推進するべきである。 

また、合併した市町村に対し、市町村合併支援プラン等で示された財政措置を確

実に行うべきである。 

 

５ 定住自立圏構想の推進 

地方からの人口流出を食い止めるため、「集約とネットワーク」の考え方の下、

中心市と周辺市町村が自主的な協定を締結して、相互に連携し、圏域全体で生活に

必要な機能を確保する「定住自立圏構想」を推進する必要がある。その際、先行実

施団体等との意見交換を踏まえつつ、定住自立圏の取組に対する財政措置を講じる

べきである。 

 

第四 その他の財政問題 

１ 教職員定数の増員等 

平成２１年度の国の予算編成に向けて議論されている教職員及び非常勤講師の

増員については、地方公務員の総数及び教職員の総数の純減目標等を定めた行革推

進法や基本方針２００６等に反する懸念があるものである。 

現在、各地方公共団体においては、行革推進法や基本方針２００６等に沿って大

幅な定員純減に取り組んでおり、特に都道府県における集中改革プランにおいては、

法令により明確に定員が定められている教育及び警察部門を除く一般行政部門及

び公営企業等会計部門において、平成２２年度までの５年間で１１％の定員純減を

行うこととしている。 

このような中で、各地方公共団体の定員純減の取組に支障を及ぼす教職員等の増

員を行うことは、厳に抑制すべきである。 

 

２ 法期限後の過疎対策のあり方検討 

過疎地域自立促進特別措置法の期限切れ（平成２２年３月末）を控える中、過疎
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地域においては、引き続く人口減少と高齢化の進展、身近な生活交通の不足、医師

不足、維持が困難な集落の問題など、様々な課題が残されている。これらの課題の

解決に向け、これまでの過疎対策の評価を踏まえ、新たな過疎対策について検討を

進める必要がある。 

 

３ 公営競技 

地方公営競技の経営状況は、依然として極めて厳しい状況にあることから、売上

の増加と経営の合理化について、関係者の一層の努力が必要である。さらに、事業

の状況に応じ、その存廃についても検討する必要がある。 

公営競技に係る収益金の均てん化策として定着している公営競技納付金制度に

ついては、公営競技の収益金は一部の団体に大きく偏在する財源であることから、

その適切な均てん化を引き続き推進する必要がある。 

なお、機構の貸付対象に一般会計事業を含めることに伴い、公営競技納付金は、

公営企業及び臨時３事業（臨時地方道・河川・高等学校整備事業）のほか、一般会

計の事業についても一体として、その貸付金利の軽減のために活用すべきである。 

 


